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今から遡ること２７年前、私が駆け出しの社会人時代、研修先のニューヨークにある投資銀行で新

しい表計算ソフトが試験的に導入された。今では信じられないが、当時のパソコン端末は１台９００

０ドル（当時の為替レートで１２０万円）。日本では４～５０人の職場に１台しかなかったコンピュー

タであったが、その職場では従業員全員に与えられていたことが今でも思い出として残る。 

導入されたソフトウェアは、マイクロソフト社「エクセル 2.0」というものだった。当時、市場を

席巻していた「ロータス 1-2-3」は、白黒画面のシート１枚に縦横で行列が並ぶ２Ｄ（二次元）。財務

諸表を作るにしても複数のシートを同時に開けないので、閉じたファイルを頭で覚えながら開いてい

るファイルを作業するという職人技が必要であった。マウスもまだ市民権を得ていない。これに対し

「エクセル」は複数のファイルをマウスの操作ひとつで自在に操りながら演算ができる画期的なもの

であった。当時、これを３Ｄ（三次元）と称した。今となっては当たり前なこの仕様が、金融エンジ

ニアリングのワークスタンダードを変え生産性を飛躍的に向上させた。米国のオフィススィートの市

場シェアも、瞬く間に逆転した。その後、９０年代半ばから米国はＩＴ革命の波に乗り生産性を伸ば

し、長期にわたる景気拡大期を迎えることとなる。 

そのマイクロソフト社が８６年に上場してから今年で３０年目を迎えた。８６年の公募価格は１株

２１ドル。その後、９回の株式分割を経て当時の１株は今や２８８株まで増え、株価も２倍以上に上

昇した。当時の為替 168円で同社株１００株を買うと３５万円であったが、今では、これが配当を除

いても１．５億円にまで増えたという計算になる。 

この間、米国の民間設備投資も大きく変容した。総務省の「ICT の経済分析に関する調査報告書」1 

によれば、１９８６年から２０１３年までの米国の情報化投資は、実質ベースで１４倍、民間設備投

資にしめる情報化投資の比率も１１．４％から３８．６％と３倍以上上昇している。 

資本には必ずコストが伴うことから、設備投資ではより高い生産力や収益力につながるプロジェク

トが選好される。この経済計算の理屈に従うと、情報化投資が数多ある設備投資機会の中でも特に高

い生産力、収益力を有していたことは、この約３０年間の急激な伸びを見ても容易に想像できる。 

では、情報化投資がどれだけの経済の成長に寄与したのか。パソコン、スマホ等機器やソフトの製
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造・販売で生み出された付加価値はＧＤＰにも反映される。だが、情報化投資の波及効果を直接図る

ことは難しい。成長会計における全要素生産性がもっとも近い概念であるが、これはあくまで資本、

労働の投入量の増加で説明できない残差であり情報化投資の効用を直接計測するものではない。 

ただ、我々はこうした技術進歩の経済、ビジネスへの寄与を直感的に理解している。それは、テク

ノロジーという手段を通じて得たこれまでにない利便性である。モバイルバンキングは、利用者にと

り銀行の支店に行く煩わしさを軽減し、銀行にとっては支店維持コスト削減、収益向上に繋がる。情

報インフラの普及でオンラインを活用した Peer to Peer型ビジネスが生まれ、Uber、Airbnb などの

所謂シェアリングエコノミー/オンデマンドエコノミーは休眠動産・不動産の有効活用という新たな価

値を創造する。 

反面、テクノロジーを介した新しい経済活動やビジネスが、今までにない利便性や高い生産性を発

揮すると、既存ビジネスや雇用に影響が及ぶ。ＩＴ導入によってＩＴが最も代替し易いとされる定型

業務職種（中間スキル層）の減少や、アマゾンの台頭による有店舗型の家電量販店・書店の減少など

はその一例である。事実、米国ではこれまでほぼ一緒に連動していた生産性と労働者数の伸びが２０

００年以降連動しなくなった。生産性が伸びる一方で雇用者数が伸び悩む「グレート・デカップリン

グ 」2という現象である。ほぼ同時期に進行した経済のグローバル化とテクノロジーの浸透が背景に

あるといわれている。 

新技術が職を奪うという考えは、ケインズも「技術的失業」3 として指摘していた。技術革新によ

り生産性があがれば、必要とする労働力は減る。余った労働力は労働移動で解消されるが、技術革新

のペースが速すぎると一時的に失業が増える。ただ、技術革新による生産性向上は、いずれ賃金の上

昇につながり新たな需要と雇用を生むことから、失業もいつかは解消される。産業革命の時は、機械

の台頭で失業を恐れたイギリスの労働者がラッダイド運動という機械破壊運動を起こしたり、社会主

義運動が生まれたりしたが、長期的な趨勢でみれば雇用も拡大し賃金も上昇し社会の富は増えた。 

産業革命で、人間は自らの肢体の限界を機械制工場や蒸気機関で克服したが、現在進行中にある情

報革命では、遂に脳の限界を人工知能で克服しようと試みている。その反動で、人口知能やＩＯＴと

いう新たな技術が雇用を奪い世界的な富の偏在を加速化させるという話題が世間を賑わせている。現

存する職業の半分近くが向こう１０～２０年に人工知能やロボットに置き換わるという見通し4 や、

２０４５年にはコンピュータが全人類の知性を超えるという予想 5が存在する。 

しかし、人工知能やロボットの脅威が現実のものとなる遥か前に、我々はより深刻な問題に直面す

るであろう。それは先進国を中心とする生産年齢人口の減少と社会の高齢化だ。世銀報告6 によれば、

６０年代には２%を上回った世界人口の伸びは、２０２５年には１％割れとなり２０４５年には０．

６％まで鈍化すると予測される。また、６０年代に７０％以上で推移した世界の生産年齢人口比率は、

２０４５年には６０％弱まで低下する。中でも、世界経済の６割強を占める高所得国は、出生率低下、

生産年齢人口減少、高齢者増加等の構造的な問題を抱えている。テクノロジーによる労働代替は、人

口増加の前提では労働者の脅威となりえようが、人口減少・高齢化のもとでは、もはや避けて通るこ

とのできないパスのように思える。 

こうした動きを見据え、次世代を担う先端技術のプラットフォーム確立に向けた取り組みが各国で

始まった。ドイツでは、国家戦略として産官学一体となって Industry4.0（第４次産業革命）が始動
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し、米国ではＧＥ、シスコ、ＩＢＭ等主力企業がコンソーシアムを組み、取り組みを加速させている。

わが国でも、「日本再興戦略２０１６」で成長戦略の柱として第４次産業革命への取り組みが盛り込ま

れた。 

９０年代に世界のＩＴ革命をリードした米国では、ベンチャーキャピタルを中心とした人工知能関

連ベンチャーへの投資も旺盛だ。１６００～２２００億ドル（約１７～２３兆円）の規模を有する米

国ベンチャーキャピタル市場7 において、人工知能関連ベンチャーは４０億ドル（約４千億円）8 と

小さく、まだ黎明期にあるが、近年、その伸びは著しい。２０１１年以前は年２億ドル程度しかなか

った人工知能関連ベンチャーの資金調達は、２０１４年に１０億ドルの大台に乗せ、翌年２０１５年

には１２億ドルと過去最高を記録 8 した。注目すべきは、その主たる投資家で、半導体大手インテル

のベンチャーファンド Intel Capitalやグーグル傘下の Google Ventures、GE傘下の GE Ventures等

大企業の投資子会社（コーポレート・ベンチャーキャピタル）が名を連ねていることだ。 

世界中の人工知能関連ベンチャー投資の９割弱が米国で占められる 8 と言われ、他の追従を許さな

い勢いではあるが、日本勢も負けてはいない。東大発人工知能開発ベンチャー、プリファード・ネッ

トワークスとトヨタ、パナソニック、ファナック等との国内勢同士の出資・提携もあれば、トヨタの

シリコンバレー人工知能研究所設置、ソニーの米人工知能有力ベンチャー、コジタイ社への出資など

クロスボーダーでの取り組みも進行し、激化する人工知能技術の獲得競争に果敢に参画している。 

米国の機械学習領域のベンチャー投資を例に取ると１投資当たりの平均金額は１７百万ドル（１８

億円）、投資先の企業の９割が従業員５０名以下の小規模ベンチャーである 8という。ベンチャー投資

とは、その名の通り、冒険的な試みであり一般の事業投資に比べリスクも高い。とりわけ、起業から

日が浅く規模も小さいスタートアップ事業はリスクが高く、米国でも目標通りのリターンをあげるの

は全体の２～３割で、３～４割は清算するという9。この様にリスクの高い投資ではあるが、前出のコ

ーポレート・ベンチャーファンドの例を見る様に、多くの企業がこれら投資を利得の為の投資という

よりも、出資から得られる学び・経験も含め本業の研究開発の補完として位置づけているのであろう。

イノベーションは既存の資源や発想の延長だけでは生まれない、と考えるのであれば、社外資源への

投資は挑戦するに値するということだ。 

これら投資先ベンチャー事業の中には、今は規模が小さいが次世代を担う第２のマイクロソフトが

いるかも知れない。 
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